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「ヘルスケア化」する世界経済 

～高齢化先進国の日本に求められるヘルスケア産業の生産性向上への取組み～ 

 

公益財団法人  国際通貨研究所 

経済調査部長 チーフエコノミスト 髙山 真 

 

先進国を中心に、経済に占めるヘルスケア産業の比率（以下、ヘルスケア産業比率）

が上昇傾向にある。OECD加盟国全体の GDPにおけるヘルスケア産業比率は 2000年の

5.6％から 2022 年には 7.2％に拡大し、特に日本では 4.9％から 8.1％へと大きく上昇し

た（第 1 図）。また、OECD加盟国の産業別 GDPシェアの順位をみると、ヘルスケア産

業は 2000 年の全 49業種1中 5 位から、2022 年には同 2位に上昇しているほか、同期間

におけるヘルスケア産業比率の上昇幅（1.6％ポイント）は全業種中で最も大きい。一方、

世界全体ではヘルスケア産業比率の上昇が小幅に止まっているのは、OECD非加盟国に

おける同比率が低水準であることと、世界経済に占める OECD 非加盟国の比率の上昇

（2000年：18.2％→2022 年：40.2％）が要因である。 

 

 

 
1 OECDの統計で取得可能な国際標準産業分類（ISIC）改訂第 4版ベース。なお、シェア 1

位の産業は 2000年、2022 年ともに不動産業。 
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第1図：GDPに占めるヘルスケア産業の比率
（％）

（資料）OECD統計より国際通貨研究所作成
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ヘルスケア産業比率の拡大については、高度な治療法の増加や薬剤・医療サービス価

格の上昇等もさることながら、高齢化の進行が大きく影響している。高齢化率（総人口

に占める 65 歳以上人口の割合）の変化幅とヘルスケア産業比率の変化幅の間には一定

の正の相関がみられ、高齢化率の上昇が大きい国ほどヘルスケア産業比率の上昇も大き

い傾向がある（第 2 図）。なかでも日本は、高齢化率とヘルスケア産業比率の上昇幅が

ともに世界最大となっている。 

 

 

今後も世界的な高齢化の進行が見込まれている。国連の人口推計によれば、世界全体

の高齢化率は 2050 年には 16.3％（中位推計、以下同じ）に達する（2025年は 10.4％）。

OECD 加盟国の高齢化が一段と進むことに加え、OECD 非加盟国でも 2050 年に高齢化

率が 14.6％となる。高齢化の進行に伴い、ヘルスケア産業比率も上昇傾向を辿ろう。 

 

R² = 0.2163
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第2図：高齢化率とヘルスケア産業比率の変化幅（2000年→2022年）
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（資料）OECD、国連統計より国際通貨研究所作成

0

5

10

15

20

25

30

80 90 00 10 20 30 40 50

全世界

OECD加盟国

非OECD加盟国

第3図：高齢化率
（％）

（年）
（注）高齢化率＝65歳以上人口／総人口
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ヘルスケア産業は一般に労働集約的であり、労働者一人当たりの生産性が低い傾向に

ある。高齢化が進み労働力の供給制約が強まるなかで、ヘルスケア産業への雇用の集中

度が高まれば、経済全体の成長ペースを下押しすることになる。また、医療・介護サー

ビス向けの支出は公費負担も大きく、財政の硬直化回避や持続性確保に向けた取り組み

が一段と重要になってこよう。 

医療・介護サービスの質を保つと同時に、経済全体の成長や財政の健全性を維持する

には、ヘルスケア産業の生産性向上が不可欠である。フィジカル AI によるマンパワー

の補助・代替、医療データの蓄積・分析による治療の最適化などテクノロジーの活用が

求められる。また、予防医療の強化やアウトカム（治療の成果）重視による過剰診療の

抑制等の必要性も高い。 

上述したように、日本は高齢化とヘルスケア産業の拡大が世界で最も早く進行してお

り、同産業の生産性向上や医療制度の効率化に世界に先駆けて取り組む必要がある。加

えて、先行き新興国でも高齢化の進行が見込まれるなか、日本には「課題先進国」とし

て蓄積した経験やテクノロジー実装のノウハウを積極的に海外に還元することが期待

されよう。 

以 上 
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